
 

 

 

 

 

環境負荷低減のクロスコンプライアンス 

（愛称：みどりチェック）  

Q & A 
 

本資料は令和６年９月 13 日時点で作成したものです。 

内容については、今後、随時更新することがあります。 
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（更問）「努める」、「検討する」とされている取組については、どのよう
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３－10  これまで実施されていた「みどりのチェックシート」では、講習を行うこ

とを義務付けていましたが、今回のチェックシートでも実施の必要がある

のでしょうか。 

（更問）環境保全型農業直接支払交付金の「みどりのチェックシート」と

今般のクロスコンプライアンス（みどりチェック）のチェックシ

ートはどちらも提出が必要になるのでしょうか。 

３－11   チェックシートの提出に当たっては、複数事業分をまとめて 1 つのシー

ト提出で可とするなど、現場事務の効率化を考えた手続き方法を検討され

るのでしょうか。 
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【１ 総論】 

１ 令和５年 12 月 27 日に食料安定供給・農林水産基盤強化本部において決定され

た「『食料・農業・農村政策の新たな展開方向』に基づく具体的な施策の内容」にお

いて、みどりの食料システム戦略による環境負荷低減に向けた取組強化として、「農

林水産省の全ての補助事業等に対して、最低限行うべき環境負荷低減の取組の実践

を義務化する『クロスコンプライアンス』を導入する」こととされました。  

２ クロスコンプライアンスとは、農林水産省の補助金等の交付を受ける場合に、み

どりの食料システム法の基本方針に示された「農林漁業に由来する環境負荷に総合

的に配慮するための基本的な取組」のうち、最低限の内容について、①取り組む内

容を事業申請時にチェックシートで提出すること、②実際に取り組んだ内容を事業

実施後に報告することを義務化するものです。  

３ これにより、事業を実施する際に新たな環境負荷が生じないようにし、各補助事

業等の目的と環境負荷低減を両立することを目的としています。 

４ 今後、令和９年度を目標に全ての事業を対象に本格実施することとし、まず令和

６年度は、事業申請時のチェックシートの提出と取組の実践について試行実施して

います。 

 

１－２ なぜ「環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどりチェック）」に取り

組まなければいけないのですか。 

１ 農林水産業は環境の影響を受けやすいことに加え、施肥、防除、機械や施設の燃

料消費など、様々な場面で環境に負荷を与えている側面もあります。 

２ そのため、日頃の事業活動の中で新たな環境負荷が生じないよう、多くの方が取

り組むことが重要です。 

３ また、クロスコンプライアンス（みどりチェック）に取り組むことは、農業生産

の現場等で、日頃から環境にやさしい取組を実践されていることを明らかにし、消

費者の理解と評価を深めることにもつながります。 

 

１－３ みどりの食料システム法の基本方針に示された「農林漁業に由来する環境

負荷に総合的に配慮するための基本的な取組」とは具体的にどのようなもの

ですか。 

１ クロスコンプライアンスについては、みどりの食料システム法第 15 条に基づ

く基本方針に位置付けられた「農林漁業に由来する環境負荷に総合的に配慮する

ための基本的な取組」のうち最低限の内容について、取り組んでいただくことと

なります。  

2 具体的には、この「基本的な取組」として、①適正な施肥、②適正な防除、③エ

ネルギーの節減、④悪臭及び害虫の発生防止、⑤廃棄物の発生抑制、循環利用・

適正処分、⑥生物多様性への悪影響の防止、⑦環境関係法令の遵守等の 7 つの取

組が位置付けられています。  

１－１ 最低限行うべき環境負荷低減の取組の実践を義務化する「クロスコンプラ

イアンス（みどりチェック）」とは何ですか。 
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３ これら 7 つの取組は、農林水産・食品関連事業者等、食料システムの関係者

が、事業活動を行う中で、新たな環境負荷を生じさせないよう配慮し、環境負荷

低減と生産性向上の両立を図るために必要な取組と考えております。 

 

１－４ 「環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどりチェック）」のチェック

シートは、農林水産省の補助事業を活用する場合には必ずチェックして提出

する必要があるとのことですが、提出しないとどうなりますか。 

１ 取組の実践とチェックシートの記入・提出は補助金等の受給要件となります。も

し記入・提出しなかった場合には、補助等が受けられなくなりますので、必ず記入・

提出をお願いします。 

 

１－５ クロスコンプライアンス（みどりチェック）のチェックシートを提出する

のみで、内容を実践しておらず、チェックが付けられない場合はどうなりま

すか。 

１ 取組の実践とチェックシートの記入・提出は補助金等の受給要件となりますの

で、必ず実践をお願いします。 

２ もし取組に不備があり、チェックが記入できない場合には、まずはチェックシ

ートの解説書等を用いて指導を行います。 

３ なお、試行実施期間中は、取組が実践されていないことが判明した場合でもペナ

ルティ措置を課すことはありません。一方で、令和９年度以降の本格実施では、改

善が見込まれない場合に何らかのペナルティ措置を課すことも検討しております

ので、試行実施期間中に取組を進めて頂ければと思います。 

 

１－６ 令和６年度からの試行実施と令和９年度からの本格実施の違いは何です

か。 

１ クロスコンプライアンスについては、令和９年度を目標に農林水産省の全ての事

業を対象に本格実施することとし、まず令和６年度は試行実施として、事業申請時

のチェックシートの提出に限定して開始し、令和７年度以降、事業実施後の報告や、

事後確認を順次開始していくこととしています。 

２ 令和９年度を目標に行う本格実施については、農林水産省の全ての事業において、 

① 取り組む内容を事業申請時にチェックシートで提出し、事業期間中に実践する

こと 

② 実際に取り組んだ内容を事業実施者に報告すること 

を義務化し、また、国による報告内容の確認を行うことを検討しています。 

３ また、試行実施期間中は、取組が実践されていないことが判明した場合でもペナ

ルティ措置を課すことはありません。一方で、令和９年度以降の本格実施では、改

善が見込まれない場合に何らかのペナルティ措置を課すことも検討しております

ので、試行実施期間中に取組を進めて頂ければと思います。 
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１－７ クロスコンプライアンス（みどりチェック）において求められる取組は、

非常に難しい内容となるのでしょうか。 

１ クロスコンプライアンスは現場の生産者等の皆さんが意識すれば取り組める内

容としております。 

２ チェックシートを用い、点検を行っていただくことで、日頃の事業活動におい

て最低限の取組を実践できるようにしているところです。 

３ 取組内容については、別途業種ごとに解説書も用意しておりますので、具体的

な内容については参考にしてください。 

 

１－８ 農林漁業者の経営が苦しい中、クロスコンプライアンス（みどりチェック）

を全事業に義務化することは、さらに現場への打撃になるのではないです

か。 

１ 近年、地球温暖化の影響による気温上昇や降雨量の増大などによる農林水産分野

の被害が顕在化しているなど、環境の変化が農林漁業者の経営に影響を及ぼしてお

り、持続的な食料・農林水産業の確立に向けて、生産現場においても環境負荷低減

に向けた取組を行うことが待ったなしの課題となっています。 

2 こういった状況を踏まえ、令和５年 12 月 27 日に食料安定供給・農林水産基盤

強化本部において公表された「『食料・農業・農村政策の新たな展開方向』に基づく

具体的な施策の内容」において、クロスコンプライアンスの導入が位置付けられた

ものと認識しています。 

３ クロスコンプライアンスの導入に当たっては、日頃の事業活動における最低限行

うべき取組として、より多くの農林漁業者等の皆様が意識すれば取り組めるような

内容を整理しているところであり、現場にとって負担を強いるようなものにはなら

ないよう最大限の配慮をして進めてまいります。 

 

１－９ チェックシートを実施する程度で、実効性が確保できるのですか。 

１ クロスコンプライアンスの導入については、誰もが取り組みやすい手法とする観

点から、農林漁業者等が必要な取組内容を理解し、自らの取組状況を点検すること

ができるチェックシート方式により実施することとしています。  

2  一方で、実効性の確保も重要であることから、事業実施後に実際に取り組んだ内

容を報告いただくこと、さらに、事業実施後に国が、取組が実際に実施されたかど

うかを確認する仕組みも併せて導入することを検討しています。  

３ チェックシートの事業申請時の提出、事業実施後の報告、確認を組み合わせて行

うことにより、クロスコンプライアンスの実効性を確保してまいります。 

 

１－10 今後、補助事業以外の融資や税制などの政策にもクロスコンプライアン

ス（みどりチェック）を適用する可能性はあるのですか。 

１ 令和 6 年度から試行実施を行い、令和 9 年度に本格実施を行う環境負荷低減の

クロスコンプライアンスについては、融資への利子助成を含め、農水省の予算で実

施している全ての補助事業や委託事業等を対象に実施することとしています。 
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２ みどりの食料システム戦略においては、政策手法のグリーン化として、補助・投

融資・税・制度等の政策誘導の手法を段階的に見直すことが記載されているところ

です。 

３ 現時点では、補助事業等でのクロスコンプライアンスについて、現場の理解も得

ながらスムーズに実施することが重要と考えており、ただちに税制等へ適用するも

のではありませんが、今後、実施状況を踏まえながら、政策手法のグリーン化をよ

り効果的に進める観点から、検討を進めてまいります。 

 

１－11 クロスコンプライアンス（みどりチェック）と GAP はどのように異なり

ますか。 

１ 今般実施するクロスコンプライアンスは、各種の補助事業等において、環境負荷

低減に関する要件等を設定することであり、その内容については、みどりの食料シ

ステム法の基本方針に基づく、農林漁業に由来する環境負荷低減に配慮するための

基本的な取組について、必要最低限の内容を実践することを要件とするものです。 

２ 一方、GAP は、農業生産の各工程の実施、記録、点検及び評価を行う持続的な

改善活動として、当省では「食品安全」、「環境保全」、「労働安全」、「人権保護」、「農

場経営管理」の５分野を含む GAP を国際水準 GAP として普及・推進していると

ころです。 

３ 以上のことから、クロスコンプライアンスは、GAP の基礎的な取組を、より広

範な者に対して促すものとなっており、GAP の推進にも貢献すると認識していま

す。 

 

【（更問）GAP を取得していれば、チェックシートの提出は免除されますか。】 

  １ 令和 6 年度からの試行実施においては、各事業に紐づける形でクロスコン

プライアンスを実施することとしており、GAP の取得に関わらずチェックシ

ートの提出が必要です。 

  ２ 一方で、試行実施期間中に、事務負担の軽減の観点から、GAP の取得をチ

ェックシート提出に代えられるか否かも含めて検討しているところです。 

 

１－12 現在一部事業で実施されている「みどりのチェックシート」とクロスコン

プライアンス（みどりチェック）の違いは何ですか。 

１ 「みどりのチェックシート」は、みどりの食料システム戦略における政策手法の

グリーン化の方向性を踏まえて、農産、畜産に関する補助事業におけるクロスコン

プライアンス要件の充実に向けて、先行的に取り組まれてきたものです。 

２ 今般導入する、環境負荷低減のクロスコンプライアンスは、これらの先行的な取

組の実施状況も参考にしつつ、みどりの食料システム法の基本方針に沿った内容に

整理し、また、農産・畜産だけではなく、林業・水産業さらには食品関連産業、そ

の他の民間企業・自治体などが事業実施主体や受益者となる事業も含め、農林水産

省の全ての補助事業等を対象として、本格実施を行うこととしています。 

３ なお、畜産関連等の一部事業については、令和６年度も現行の「みどりのチェッ

クシート」を継続的に実施することとしており、令和７年度以降に今般検討したチ
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ェックシートへの移行を行うことで、導入を円滑に行うこととしております。 

 

1－13 クロスコンプライアンス（みどりチェック）で求める取組は、義務化では

なく支援対象とすべきではないですか。 

１ クロスコンプライアンスは、農林水産省の全ての補助事業等において、新たな環

境負荷を生じさせることのないよう、支援対象者が最低限行うべき環境負荷低減の

取組を義務化するものです。 

２ また、現場の農林漁業者等、食料システムに関わる者がこれまでにも実施してき

た、環境負荷低減の取組を、消費者等にも知っていただけるよう、明確に示すこと

が可能となるものと考えております。 

３ 最低減行うべき取組の内容としては、例えば、農業経営体の場合、 

① 肥料・農薬の使用状況の記録・保存 

② 作物の生育や土壌養分に応じた施肥 

③ 農薬ラベルの確認・遵守、農薬の飛散防止 

といった、全国の農業者が意識すれば取り組めるような内容としており、これを実

践する場合に支援を行うことは想定していません。 

４ 一方、クロスコンプライアンスによる最低限の取組よりも更に進んだ営農活動に

対してはしっかり支援を行う必要があると考えており、令和９年度を目標に、みど

りの食料システム法に基づき環境負荷低減に取り組む農業者による先進的な取組

を後押しする仕組みの創設を検討してまいります。 

 

1－14  みどり法に基づく認定農業者はチェックシート提出を免除されますか。 

１ 今般導入することとしている、環境負荷低減のクロスコンプライアンスについて

は、農林水産省が実施する全ての補助事業等に紐づけて実施することとしています。 

２ これは、各事業の内容に合わせて、その実施に当たり、新たな環境への負荷を生

じさせないための取組を、事業の実施者や受益者に要件として課すものであり、み

どり法に基づく認定農業者であっても、各事業でチェックシートを提出いただくこ

とが適切と考えています。 

 

1－15 クロスコンプライアンス（みどりチェック）の取組について、みどり法に

基づく農業者認定の要件とする考えはありますか。 

１ みどり法に基づく農業者等の認定に当たっては、今般導入するクロスコンプライ

アンスの取組のベースとしている、みどりの食料システム法の基本方針を踏まえ、

「環境負荷低減事業活動の実施に当たっての配慮事項」として、適正な施肥等の７

つの取組を、認定申請の際にチェックし提出することとなっております。 

２ そのため、一般論として、今般導入するクロスコンプライアンスとほぼ同様の取

組が、認定要件として既に求められているものと認識しています。 

３ 一方、チェックシートの提出については、事業実施に伴い要件として課すもので

あることから、みどり法に基づく認定農業者でも提出いただくことが適切と考えて

います。 
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【２ 事務手続】 

（全般） 

２－１ クロスコンプライアンス（みどりチェック）の導入に当たり、実施すべき

事務にはどのようなものがありますか。 

１ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスは、誰もが取り組みやすい、チェックシ

ート方式で実施することとしています。 

２ 実施に当たっては、農林水産省の各種事業で、大きく分けて３つの事務があり、 

① 事業実施主体が、事業申請時に取り組む内容をチェックして提出 

② 事業実施主体が、事業報告時に実際に取り組んだ内容をチェックして提出 

③ 国が、報告内容を確認 

となります。 

３ このうち、令和６年度については、①のみに限定して実施することとし、令和

７年度以降、②、③についても順次導入し、令和９年度からは本格実施として、

全ての事業で①～③を行うこととします。 

４ なお、農林水産省の事業は多種多様であることや、補助事業、公共事業、委託

事業等の種別によっても実施方法は異なることから、実際の事務内容について

は、各事業の要綱・要領や仕様書などをご確認願います。 

 

２－２ 令和６～8 年度の試行実施期間中のスケジュールはどのようになってい

ますか。 

１ 令和６～8 年度の試行実施期間中のスケジュールとして、まず令和６年度は、①

事業申請時に取り組む内容をチェックして提出のみに限定して実施することとし、

令和７年度以降、②事業報告時に実際に取り組んだ内容をチェックして提出、③報

告検査時等に抽出方式で報告内容の確認についても順次導入することとします。 

 

２－３ 都道府県や市町村において必要となる事務の具体的な内容を教えてくだ

さい。 

１ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスの導入に当たり、必要となる事務につい

ては、大きく分けて３つあり、 

① 事業実施主体が、事業申請時に取り組む内容をチェックして提出 

② 事業実施主体が、事業報告時に実際に取り組んだ内容をチェックして提出 

③ 国が、報告内容を確認 

となります。 

２ 間接補助事業の場合、都道府県や市町村においては、①、②において、チェッ

クシートが提出され、チェックが付いていることを確認することなどを担ってい

ただくこととなります。 

３ ただし、クロスコンプライアンスの実施に当たって、過大な事務負担が生じな

いよう、①～③の事務の実施に当たっては、既存の事務作業に溶け込む形で実施

することや、悉皆ではなく抽出での確認とするなどの検討を行っております。 
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２－４ 事業実施主体となるＪＡなどにおいて必要となる事務の具体的な内容を

教えてください。 

１ ＪＡなどについては、共同利用施設の整備に係る事業などの事業実施主体となる

こと等が想定されるところです。 

２ このような場合、クロスコンプライアンスの実施に当たり、事業申請時、報告時

に、受益者となる農業者全員から、チェックシートを回収し、チェックが付いてい

ることを確認した上で、自治体等へ提出する等の事務を実施いただくこととなりま

す。 

３ ただし、クロスコンプライアンスの実施に当たって、過大な事務負担が生じない

よう、受益農業者が多数にわたる場合などは、数百枚にわたるチェックシートを提

出するのではなく、チェックシート実施者の名簿を作成・提出いただくなど、申請

様式を簡素化するなどの工夫をしてまいります。 

 

２－５ 申請、報告、確認のいずれの段階においても、国まで、回収した全てのチ

ェックシートを提出する必要はありますか。 

１ 事業の形態にもよりますが、基本的にはチェックシートは申請書や報告書に係る

事業実施主体からの直接の提出先まで提出をいただくことを考えております。例え

ば、事業実施主体が都道府県に直接申請する場合は、チェックシートは都道府県ま

での提出となり、国への提出は不要です。 

２ 一方で、報告内容の確認を国の職員が行うことから、チェックシートに取り組ん

だ方の情報は国まで共有頂く必要がありますので、チェックを行った者のリスト等

により提供をお願いいたします。 

３ また、実際の確認対象者については、チェックシート等を提供頂くこととなりま

す。 

４ 詳細については、各事業の要綱要領において、お示しします。 

 

２－６ クロスコンプライアンス（みどりチェック）の取組対象になるのは、事業

に関係する取組という認識でよいのでしょうか。 

１ クロスコンプライアンスは、事業の実施に当たり、新たな環境負荷が生じない

ようにすることを目的としていることから、対象となる取組は、事業内で実施さ

れる取組として考えていただいて結構です。 

 

２－７ 今後、手続きについては、デジタル化等を検討されているのでしょうか。 

１ 手続きのデジタル化については、令和９年度の本格実施に向けて検討していき

たいと考えております。事業申請者の中には高齢等の理由でデジタル化になじめ

ない方もいることから、その点も踏まえて検討してまいります。 

 

（申請時） 

２－8 事業申請時のチェックシートの確認方法を教えてください。 

１ 環境負荷低減のチェックシートについては、事業申請時に各取組項目を読んだ上
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で、自身の経営における取組状況も踏まえながら、事業実施期間中に取り組む内容

を確認した上で、チェックをつけ、事業申請様式や添付資料として提出することと

なります。 

２ 一方、委託事業や公共事業の場合は、仕様書にクロスコンプライアンスの取組を

位置付けており、基本的にはチェックシート提出によらず、その内容を遵守いただ

くという条件で、入札等に参加いただくこととなります。 

３ いずれにせよ、事業の要綱・要領や、仕様書により、対応方法が若干異なること

が想定されますので、活用を検討する事業の申請等の方法をご確認ください。 

 

２－9 事業申請時点でチェックシートが一つでもチェックされていない場合はど

のように対応するのでしょうか。 

１ チェックシートに位置付けられる取組は、環境負荷低減のために最低限行ってい

ただくべき取組であり、そもそも該当しない取組を除き、現場において、意識すれ

ば取り組める内容としています。 

２ そのため、チェックシートの取組内容へのチェックが１つでも欠けている場合は、

書類の不備などの事由から申請ができないことになりますので、ご留意ください。 

 

２－10 経営所得安定対策等、事業申請者が多数に上る場合、申請時の申請書回収

の事務負担が増大する場合の軽減策はありますか。 

１ 経営所得安定対策等、事業申請者数が多数に上る場合には、例えば複数事業の申

請書をまとめて共通様式や複写式とすることで、1 枚のチェックシートで複数事業

の申請を可能としたり、既存様式へ溶け込ませるなどの事務負担の軽減策を講じる

こととしています。 

 

２－11 共同利用施設の整備など、受益者が多数に上る場合、全ての受益者からチ

ェックシートを回収し提出する必要はありますか。 

１ 共同利用施設の整備等、JA などの事業実施者のもとに、受益者が多数参画して

いる場合は、チェックシートは、全ての受益者に記入していただく必要があります

が、事業実施者から地方自治体への申請書の提出に当たっては、全てのチェックシ

ートを提出するのではなく、チェックシートを実施した受益者の一覧を添付いただ

き、事務を簡素化していただいて構いません。 

２ これについては、各事業の規模や内容により対応が異なりますので、適宜ご確認

ください。 

 

２－12 チェックシートの項目のうち、事業内容上、該当がない項目がある場合は

どうすればよいでしょうか。 

１ チェックシートについては、各事業の内容により、発生する環境負荷も異なるこ

とから、事業に応じてチェックする項目も異なるものとなります。 

２ そのため、事業内容上、該当がない項目はチェックの対象外となります。（その場

合は、当該項目について「該当なし」の欄をチェックしてください。） 
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（報告時） 

２－13 令和 6 年度についても事業実施後の報告が必要となるのでしょうか。 

１ 令和 6 年度は、事業申請時のチェックシートの提出等に限定して試行実施を行

うこととしており、報告は不要です。（従前から報告を求めていた一部事業は除く。） 

２ 一方で、令和 7 年度からは順次実施してまいります。 

 

２－14  報告の実施はどのように行うのでしょうか。  

１ 報告の実施については、令和７年度予算より、各事業の実績報告等の際に、報告

書の一部として、取組を実施したことをチェックしたチェックシートを提出するこ

とを基本とします。 

２ 実績報告等の手続きがない事業は、翌年度の申請時にチェックシートを提出する

等により対応します。 

３ 事業により、対応方法が若干異なることも想定されますので、導入後、活用を検

討する事業の要綱・要領等をご確認ください。 

 

２－15 報告時点で、申請時にチェックされていた項目が取り組まれていないこ

とが判明した場合、どのように対応するのでしょうか。 

１ 報告時点で、申請時にチェックされていた項目が取り組まれていないことが判明

した場合、まずはチェックシートの解説書等を参考に、事業担当者から取組の実施

状況について照会等を行います。 

２ その上で、実施がなされていないという状況が確実と判明した場合は、「事後確

認」により、クロスコンプライアンスの担当職員より、以後、取組を行っていただ

けるよう指導を行います。 

 

２－16 経営所得安定対策等、事業申請者が多数に上る場合、報告時の報告書回収

の事務負担が増大する場合の軽減策はありますか。 

１ 経営所得安定対策等、多くの事業実施主体が毎年度申請する事業については、毎

年の事業申請書の提出時に、事業の当該年度に取り組む内容のチェックと、前年度

に取り組んだ内容のチェックを同時に提出できる様式とすることにより、事務負担

の軽減を図ることを考えています。 

 

２－17 共同利用施設の整備など、受益者が多数に上る場合、全ての受益者から報

告書を回収し提出する必要はありますか。 

１ 共同利用施設の整備等、JA などの事業実施者のもとに、受益者が多数参画して

いる場合などは、チェックシートの報告自体は全ての受益者に実施いただく必要が

ありますが、事業実施者から地方自治体への報告書の提出に当たっては、全てのチ

ェックシートを提出するのではなく、報告を行った受益者の一覧を添付いただき、

事務を簡素化するなどの措置を検討します。 

２ これについては、事業の規模や内容により対応が異なりますので、各事業の要綱・

要領等をご確認ください。 
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（事後確認） 

２－18 令和 6 年度についても事業実施後の確認が必要となるのでしょうか。 

１ 令和 6 年度は、事業申請時のチェックシートの提出等に限定して試行実施を行

うこととしており、事後確認は不要です。（従前から事後報告を行っている一部事

業は除く。） 

２ 一方で、令和 7 年度からは順次実施してまいります。 

 

２－19  確認の実施はどのように行うのでしょうか。 

１ 事後確認については、チェックシートにある取組が実際に行われたかの報告を受

けて、国が実施状況の点検を行うことにより、クロスコンプライアンスの実効性を

確保することとしています。 

２ 具体的には、国の事業担当者が、チェックシートの提出者の中から抽出して対象

者を決定し、国のクロコン担当者が、現場での聞き取り・目視により実施します。 

 

２－20 確認時点で、申請・報告時にチェックされていた項目が取り組まれていな

いことが判明した場合、どのように対応するのでしょうか。 

１ 確認時点で、申請時にチェックされていた項目が取り組まれていないことが判明

した場合、まずはチェックシートの解説書等を用いて指導を行います。 

２ なお、試行実施期間中は取組が実践されていないことが判明した場合でも、ペナ

ルティ措置は課すことはありません。一方で、令和９年度以降の本格実施では改善

が見込まれない場合は何らかのペナルティ措置を課すことも検討しておりますの

で、試行実施期間中に取組を進めて頂ければと思います。 

 

２－21 事業申請者が多数に上る場合、全ての受益者に対する確認は現実的に不

可能と考えられますが、どのように対応することを考えているのでしょう

か。 

１ 事後確認については、事業申請者が多い場合、事務負担を考慮すると、悉皆調査

を行うことは現実的ではないと考えています。 

２ 事務負担の軽減のため、受益者の平方根での抽出を上限とすることを参考に、今

後検討してまいります。 

 

２－22 クロスコンプライアンス（みどりチェック）の内容に取り組んだことにつ

いて、証拠書類を求められるのでしょうか。 

１ クロスコンプライアンスの実施状況については、聞き取り・目視により確認する

こととしています。そのため、証拠書類は必須ではありません。 

２ なお、聞き取りにおいて、農薬、肥料、電気・燃料の使用状況を記録していると

回答された場合には、記録を見せて頂きたいと考えています。 

 

２－23 取組内容の証明に当たっては、定量的な基準に基づいた資料等を用意し

ておく必要があるのでしょうか。 
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１ クロスコンプライアンスについては、最低限行うべき取組として、「○割削減」な

ど定量的な基準を設ける考えはありません。 

２ なお、農林漁業者等の皆さまがチェックシートの取組内容を理解し、判断する際

の取組例を整理した解説書を公表しておりますので、そちらもご覧ください。 

 

【（更問）「努める」、「検討する」とされている取組については、どのような判断の

もと取り組まれている状況を確認するのでしょうか。】 

１ 「努める」、「検討する」とされている取組については、事後確認の際に、聞

き取りにより確認を行うことや、聞き取る内容をマニュアルなどに整備する等

も含めて、検討してまいります。 

 

２－24 確認には国のクロコン担当者が来るとのことですが、都道府県や市町村

の事業担当者ではなく、国のクロコン担当者が確認を行うのはなぜでしょ

うか。 

１ 事後確認については、都道府県や市町村の事務負担軽減に加え、様々な生産現場

等で確認を行うにあたり、判断基準の妥当性や公平性の観点から、全国統一的な視

点で実施することが適当と考え、国のクロコン担当者が実施することとしています。 

２ なお、確認の結果については、国の事業担当者を通じて当該事業の都道府県や市

町村の担当者とも共有したいと考えています。 

 

（遵守されない場合の対応） 

２－25 令和６～8 年度の試行期間において、クロスコンプライアンス（みどり

チェック）が遵守されない場合の対応はどうなりますか。 

１ クロスコンプライアンスが遵守されない場合、まずはチェックシートの解説書

等を用いて取組を行っていただけるよう、指導を行います。 

２ なお、試行実施期間中は取組が実践されていないことが判明した場合でも、ペ

ナルティ措置は課すことはありません。一方で、令和９年度以降の本格実施では

改善が見込まれない場合は何らかのペナルティ措置を課すことも検討しておりま

すので、試行実施期間中に取組を進めて頂ければと思います。 

 

２－26 令和 9 年度以降の本格実施開始からは、遵守されない場合にペナルティ

措置を課すのでしょうか。 

１ 令和９年度以降の本格実施では、複数回にわたる改善指導を行っても改善が見込

まれない場合に、ペナルティ措置を実施します。 

２ ペナルティ措置の内容は今後検討してまいります。 

 

（公共事業） 

２－27 公共事業の場合におけるクロスコンプライアンス（みどりチェック）の実

施方法はどうなるのでしょうか。チェックシートの提出は課すのでしょう

か。 



 

16 
 

１ 公共事業については、工事期間における環境負荷が生じることが想定されること

から、土木事業者等の施工業者に、環境負荷低減のための最低限の取組を実施いた

だくこととなります。 

２ 遵守すべき事項については、「土木工事共通仕様書」等に位置付け、入札に当た

り、当該仕様書の内容を遵守いただくことを要件とすることにより、これをチェッ

クシートの提出に代わる手続きとしてクロスコンプライアンスを実施することと

しています。 

 

２－28  公共事業の場合における報告、事後確認の対応はどのように実施するの

でしょうか。 

１ 事後確認の対応については、今後検討してまいりますが、基本的には、完了検査

等、既存事務の中で実施する方向で検討したいと考えています。 

 

（物品・役務調達、委託事業） 

２－29 物品・役務調達、委託事業の場合におけるクロスコンプライアンス（みど

りチェック）の実施方法はどうなるのでしょうか。チェックシートの提出は

課すのでしょうか。 

１ 物品・役務調達、委託事業については、事業を受託する民間事業者等の皆様に、

クロスコンプライアンスに対応いただくものとなります。 

２ 遵守すべき事項については、それぞれの事業の仕様書等に位置付けることとして

おり、入札や公募に当たり、当該仕様書の内容を遵守いただくことを要件とするこ

ととして、これをチェックシートの提出に代わる手続きとしてクロスコンプライア

ンスを実施することとしています。 

 

２－30 物品・役務調達、委託事業の場合における報告、事後確認の対応はどのよ

うに実施するのでしょうか。 

１ 報告、事後確認の対応については、競争性阻害などが生じることのないよう配慮

しつつ、完了検査等が実査される事業の場合には、取組状況の聞き取り等を実施す

ることについて、現在関連部局等と検討を行っていますので、確定次第お伝えいた

します。 

 

【３ チェックシート】         

３－１ 事業申請時にチェックシートで提出することとありますが、具体的なチェ

ックシートの内容を教えてください。 

１ 環境負荷低減のクロスコンプライアンスは、生産性向上のための機械導入や施設

整備、需要に応じた作物の増産等への各種支援に当たり、環境負荷低減の最低限の

取組を要件化するものとなり、各種支援で新たな環境負荷を生じさせないよう配慮

するための取組として整理しています。 

２ チェックシートには、この最低限行うべき環境負荷低減の取組について、みどり

法に基づく基本方針に「農林漁業に由来する環境負荷に総合的に配慮するための基
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本的な取組」として位置付けられた７つの取組を基として、記載しているところで

す。 

３ 具体的には、①適正な施肥、②適正な防除、③エネルギーの節減、④悪臭・害虫

の発生防止、⑤廃棄物の発生抑制、循環利用・適正処分、⑥生物多様性への悪影響

の防止、⑦環境関係法令の遵守等の７つの取組について、各事業の受益者や内容に

合わせて、位置付けています。 

 

３－２ チェックシートの各項目の選定はどのようにして行ったのですか。 

１ チェックシートの各項目については、みどりの食料システム法第 15 条に基づ

く基本方針に位置付けられた、「農林漁業に由来する環境負荷に総合的に配慮する

ための基本的な取組」、具体的には、①適正な施肥、② 適正な防除、③エネルギ

ーの節減、④悪臭及び害虫の発生防止、⑤廃棄物の発生抑制、循環利用・適正処

分、⑥生物多様性への悪影響の防止、⑦環境関係法令の遵守等の 7 つの取組につ

いて、省内の各部局と検討を重ね、最低限行うべき内容を整理したものです。  

 

３－３ 業種によっては、事業実施上、該当しない項目がありますが、どのように

対応することを考えているのでしょうか。 

１ チェックシートについては、各事業の内容により、発生する環境負荷も異なるこ

とから、事業に応じてチェックする項目も異なるものとなります。 

２ そのため、事業内容上、該当がない項目はチェックの対象外となります。（その場

合は、当該項目について「該当なし」の欄をチェックしてください。） 

 

３－４ チェックシートの内容については、試行期間中に取組内容のレベルが上が

るなど、変更される可能性はあるのでしょうか。 

１ 令和６～8 年度の試行期間中は、令和 6 年度から申請時、令和 7 年度以降報告

時、確認の対応を順次導入することを考えております。 

２ 試行期間中においては、クロスコンプライアンスの各手続き等に改善すべき点

が判明した場合には、これを検証し、チェックシートの内容も含めて所要の改善

を行う可能性があります。 

３ なお、取組レベルの向上については、今後、環境負荷低減の取組が進み、最低

限取り組むべき新たな内容が出てくるなど、現場の状況を踏まえて慎重に判断い

たします。 

 

３－５ 「努める」、「検討する」という記載が多いですが、取組実施については実

際に取り組むことを求めるのでしょうか。もしくは記載のとおり「努めた」、

「検討した」というレベルで問題はないのでしょうか。 

１ クロスコンプライアンスの導入に当たっては、  

① 農林水産・食品関連事業者等の環境負荷低減の意識向上と取組の底上げを業界

全体で図るとともに、  

② 生産現場等における環境負荷低減の取組を見える化し、消費者に現場の努力を
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伝えることで、我が国の農林水産・食品関連事業に対する国民的な理解を得るこ

と 

などにより、持続可能な食料システムの構築に資するものと考えております。 

２ そのため、まずは農林水産・食品関連事業者等の幅広い者に取り組んでいただく

べき水準として、「努める」、「検討する」としている項目もあります。 

３ これらの項目については、まずは意識づけを進めるため、現段階では、各取組に

努めることや、実施を検討することで、チェックを付けることができるものとしま

すが、今後の実施状況を踏まえ、中長期的には見直しも検討してまいります。 

 

３－6 関係法令の遵守にはどのように取り組んだらよいでしょうか。 

１ 農林水産業・食品産業等に関係する主な環境関連法令については、各解説書に掲

載していますので、まずはそちらを参照頂き、ご自身の経営に関係する法律をご確

認ください。 

２ また、万が一関係法令の遵守に関して指導等を受けた場合は、速やかに改善に取

り組んで頂くようお願いします。 

 

３－７ 間接補助事業の場合に、チェックシートを作成するのは誰になるのでしょ

うか。また、協議会やコンソーシアム等、農業者や民間事業者、団体、地方

自治体などから構成される実施主体の場合、チェックシートを作成するのは

誰になるのでしょうか。 

１ 間接補助事業の場合、間接補助を行う都道府県や市町村ではなく、原則として

受益者となる農業者等がチェックシートの実施者となります。例として、強い農

業づくり総合支援交付金では、受益者である農業者がチェックシートを作成し、

事業実施主体である JA 等がとりまとめて提出することとなります。 

２ 一方で、実証事業や研究開発など、農林水産業全体や地域の農業の発展に寄与

し、受益者の範囲が広く、特定できない事業については、事業実施主体がチェッ

クシートを作成することとなります。 

３ また、協議会やコンソーシアム等が実施主体の場合で、構成員が多岐にわたる

場合は、構成員のうち最も受益する者に作成していただくこととなります。例え

ば、協議会の中で農業者向けの機械設備等を導入する場合には、当該機械等を利

用する農業者にチェックシートを作成いただくこととなります。 

４ 作成者は事業内容により異なり、各事業の要綱・要領において規定されていま

すので、ご確認願います。 

 

３－８ チェックシートの提出については、国費を活用する事業のみが対象でいい

のでしょうか。県単独や市単独事業でも実施する必要はあるのでしょうか。 

１ チェックシートの提出は、国費（農林水産省の予算）を活用する事業が対象とな

ります。 

２ 県や市の単独事業は対象としておりませんが、各自治体の判断で国庫事業と同様

に実施いただくことは歓迎いたします。  

※ 国庫事業であっても、公共事業では共通仕様書の遵守事項とし、工事の施工業者
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に環境負荷低減の取組を実践していただきます。この場合、チェックシートの提出

は不要です。 

 

３－９ 都道府県や市町村がチェックシートへの記入・提出を行う主体となること

はあるのでしょうか。 

１ 都道府県や市町村が事業主体となり、直接受益する事業では、都道府県や市町村

にチェックシートを提出いただく必要があります。チェックシ—ト作成に当たって

は事業を活用される部署を担当としていただいて結構です。 

２ 一方、類似事業では申請時の提出をワンストップ化して、複数事業を一枚のチェ

ックシートの提出で可とするなど簡素化を検討したいと思います。 

 

３－1０ これまで実施されていた「みどりのチェックシート」では、講習を行う

ことを義務付けていましたが、今回のチェックシートでも実施の必要があ

るのでしょうか。 

１ 環境保全型農業直接支払交付金で要件となっていた、「みどりのチェックシート」

については、当該チェックシートの取組に関する指導・研修を受けることを要件と

していたところです。 

２ 今般、全省的に環境負荷低減のクロスコンプライアンスの取組を行うに当たり、

「みどりのチェックシート」の内容については、クロスコンプライアンスのチェッ

クシートの内容と整合性をとりつつ、指導・研修の受講は不要になります。 

３ 具体的には、環境保全型農業直接支払交付金の要領等をご確認願います。 

 

【（更問）環境保全型農業直接支払交付金の「みどりのチェックシート」と今般のク

ロスコンプライアンスのチェックシートはどちらも提出が必要になるの

でしょうか。】 

１ 「みどりのチェックシート」とクロスコンプライアンスのチェックシートの

内容については整合性が取られるため、要綱・要領等で指定されるいずれか一

方のシートを提出いただければ結構です。 

 

３－１１ チェックシートの提出に当たっては、複数事業分をまとめて 1 つのシー

ト提出で可とするなど、現場事務の効率化を考えた手続き方法を検討され

るのでしょうか。 

１ 事務負担の簡素化については、今後、具体的な方法を検討していきます。 

２ 各種事業の申請が異なる場合（市町村、都道府県、国、民間団体等）に共有する

ことは難しいため、似通った事業、関連した事業は共通の様式でワンストップ化す

ること等をまずは考えていきたいと思います。将来的にはより多くの事業で様式の

共通化等を検討してまいります。 


